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 号   

   目      次  
    
   規  則 

 ○公立大学法人富山県立大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則の一部を 

  改正する規則                               １ 
 

 

∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨ 

規     則 
∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨ 

 公立大学法人富山県立大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則の一部を 

改正する規則を次のように定め、公布する。 

  平成30年３月30日 

                    富山県知事 石  井    一  

富山県規則第26号 

   公立大学法人富山県立大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規 

   則の一部を改正する規則 

 公立大学法人富山県立大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則（平成27 

年富山県規則第30号）の一部を次のように改正する。 

 第６条から第８条までを削る。 

 第５条の見出し中「記載事項等」を「届出」に改め、同条第１項中「法第27条第 

１項に規定する年度計画（以下「年度計画」という。）には、」を「法人は、法第 

27条第１項前段の規定により年度計画（同項に規定する年度計画をいう。以下この 

条及び第21条第１号において同じ。）を届け出るときは、届出書に」に、「記載し 

なければならない」を「記載した年度計画を添付して、知事に提出しなければなら 

ない」に改め、同条を第７条とし、第４条を第６条とする。 

 第３条第１項中「により中期計画」の次に「（同項に規定する中期計画をいう。 

以下同じ。）」を加え、同条を第５条とする。 
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 第２条各号列記以外の部分中「業務方法書に記載すべき」を削り、同条を第４条 

とし、第１条の次に次の２条を加える。 

 （監査報告の作成） 

第２条 法第13条第４項後段の規則で定める事項は、この条に定めるところによる。 

２ 監事は、その職務を適切に遂行するため、次に掲げる者との意思疎通を図り、 

 情報の収集及び監査の環境の整備に努めなければならない。この場合において、 

 役員（監事を除く。第１号並びに第５項第３号及び第４号において同じ。）は、 

 監事の職務の執行のための必要な体制の整備に留意しなければならない。 

⑴ 法人の役員及び職員 

⑵ 前号に掲げる者のほか、監事が適切に職務を遂行するに当たり意思疎通を図

るべき者 

３ 前項の規定は、監事が公正不偏の態度及び独立の立場を保持することができな

くなるおそれのある関係の創設及び維持を認めるものと解してはならない。 

４ 監事は、その職務の遂行に当たり、必要に応じ、法人の他の監事その他これに

相当する者との意思疎通及び情報の交換を図るよう努めなければならない。 

５ 監査報告には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

⑴ 監事の監査の方法及びその内容 

⑵ 法人の業務が、法令等に従って適正に実施されているかどうか及び法第25条

第１項に規定する中期目標（第14条第１項及び第21条第２号において「中期目

標」という。）の着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施されているかどう

かについての意見 

⑶ 法人の役員の職務の執行が法令等に適合することを確保するための体制その

他法人の業務の適正を確保するための体制の整備及び運用についての意見 

⑷ 法人の役員の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令等に違反する重大な事

実があったときは、その事実 

 ⑸ 監査のため必要な調査ができなかったときは、その旨及びその理由 

 ⑹ 監査報告を作成した日 

 （監事の調査の対象となる書類） 

第３条 法第13条第６項第２号の規則で定める書類は、この規則の規定に基づき知
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事に提出する書類とする。 

 第９条を第８条とする。 

第10条第１項中「以下」の次に「この条において」を加え、同条を第９条とし、

第11条を第10条とし、同条の次に次の１条を加える。 

 （事業報告書の作成） 

第11条 法第34条第２項に規定する当該事業年度の事業報告書には、次に掲げる事

項を記載しなければならない。 

 ⑴ 法人に関する基礎的な情報 

ア 目標、業務内容、沿革、組織図その他の法人の概要 

イ 事務所の所在地 

ウ 資本金の額（前事業年度末からの増減を含む。） 

エ 在学する学生の数 

オ 役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴 

カ 職員の数（前事業年度末からの増減を含む。） 

 ⑵ 財務諸表の要約 

⑶ 財務情報 

  ア 財務諸表に記載された事項の概要 

  イ 重要な施設等の整備等の状況 

  ウ 予算及び決算の概要 

 ⑷ 事業に関する説明 

  ア 財源の内訳 

  イ 財務情報及び業務の実績に基づく説明 

 ⑸ その他事業に関する事項 

 第12条の見出し中「財務諸表」の次に「等」を加え、同条中「第34条第４項」を

「第34条第３項」に改める。 

 第15条中「第40条第６項」を「第40条第５項」に、「以下」を「以下この条及び

次条において」に改める。 

 第18条の次に次の３条を加える。 

 （内部組織） 
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第19条 法第56条の２第１号に規定する離職前５年間に在職していた法人の内部組

織として規則で定めるものは、現に存する理事長又は学長の直近下位の内部組織

（次項において「現内部組織」という。）として次に掲げるものであって、再就

職者（同号に規定する再就職者であって、離職後２年を経過した者を除く。次項

において同じ。）が離職前５年間に在職していたものとする。 

 ⑴ 理事 

 ⑵ 監事 

 ⑶ 富山県立大学 

２ 直近７年間に存し、又は存していた理事長又は学長の直近下位の内部組織とし

て前項各号に掲げるものであって、再就職者が離職前５年間に在職していたもの

が行っていた業務を他の現内部組織が行っている場合における前項の規定の適用

については、当該再就職者が離職前５年間に当該現内部組織に在職していたもの

とみなす。 

 （管理又は監督の地位） 

第20条 法第56条の２第２号に規定する管理又は監督の地位として規則で定めるも

のは、法人の教育研究上の重要な組織の長、法人の給与の支給基準に基づき管理

職手当の支給を受ける地位又はこれらに準ずる地位として法人が定めるものとす

る。 

（業務実績報告書） 

第21条 法第78条の２第２項に規定する報告書には、次の各号に掲げる報告書の区

分に応じ、当該各号に定める項目ごとに自ら評価を行った結果を記載しなければ

ならない。 

⑴ 事業年度における業務の実績及び当該実績について自ら評価を行った結果を

明らかにした報告書 当該事業年度に係る年度計画に定めた項目 

⑵ 中期目標の期間の終了時に見込まれる中期目標の期間における業務の実績及

び当該実績について自ら評価を行った結果を明らかにした報告書並びに中期目

標の期間における業務の実績及び当該実績について自ら評価を行った結果を明

らかにした報告書 中期計画に定めた項目 

   附 則 
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 この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

                             （企画調整室）  
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  平成30年３月30日印刷発行 
           発 行  富    山    県 

                      富山県富山市新総曲輪１番７号 
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